
京都府行政文書　新規公開リスト（2010年2月）　農業構造改善事業関係資料

簿冊番号 簿冊名
完結年度
(年号)

作成課
員
数

内容 閲覧方法 公開状況

有期昭
21-0007

家畜伝染病台帳 昭和21年度 1 標記:大正１４年以降　獣医室。各年ごとに、管内で狂犬
病や牛・豚疫にかかった家畜の情報を台帳に登録してい
る。項目は飼主氏名・家畜の種類・毛色などの特徴。

原資料 要審査

有期昭
30-0010

農地法例規一件
（一）

昭和30年度 農村振興課 1 標記:昭28年1月～昭30年12月調整係。ただし、27年10・
11月分あり。農地法は昭和27年に公布・施行された、そ
れまでの農地調整法・自作農創設特別措置法・譲渡政令
を廃止して一本化した法。

原資料 要審査

有期昭
32-0029

農地法例規一件
（二）

昭和32年度 農村振興課 1 標記:昭31年1月～昭32年12月調整係。農地法は昭和27年
に公布・施行された、それまでの農地調整法・自作農創
設特別措置法・譲渡政令を廃止して一本化した法。

原資料 要審査

有期昭
32-0030

寒冷地畜産振興対策
一件

昭和32年度 〔畜産課〕 1 昭和33年に寒冷地畜産振興対策委員会が発足。その関連
事業。家畜及びﾄﾗｸﾀｰの導入による寒冷地農業振興対策要
綱（昭32.5.6農林次官）、家畜及びﾄﾗｸﾀｰの導入による寒
冷地農業振興対策事業実施地域選定協議書の提出につい
て（大江、綾部南部、綾部西部、福知山南部）、京都府
寒冷地農産振興対策委員会規程、昭和32年度寒冷地農業
振興対策事業実施地域農業群指定報告書等の送付につい
て、ほか件名目録参照

原資料 要審査

有期昭
32-00031

農災制度改正一件 昭和32年度 農政課 1 昭和22年に再発足した農業災害補償法を実態に合わせて
一部改正するための事務。農家に広報するﾘｰﾌﾚｯﾄ、関係
講習会、説明資料など。この年農林省が農業災害補償制
度研究会を設置した。

原資料 要審査

有期昭
32-00032

農業災害補償一般
(3)

昭和32年度 農政課 1 (1)(2)は無し。農業共済組合事務量調査について、農業
災害補償法の改正について（昭32.11.25農林省農林経済
局長）、損害評価委員の委嘱承認について、ほか件名目
録参照。

原資料 要審査

有期昭
32-0033

養鶏一件 昭和32年度 畜産課 1 昭和33年に養鶏振興法が定められた。主にその法に関す
る事務の綴。産卵能力集合検定成績の公示について、岡
崎種産牧場生産雛の不合格鶏の調査について、新農村共
同育鶏所の運営について、ほか件名目録参照

原資料 要審査

有期昭
33-0018

酪農状況調査 昭和33年度 畜産課 1 昭和26年～。畜産頭数及びその所属団体の照会につい
て、酪農組合の概況について

原資料 要審査

有期昭
33-0019

中小農畜産振興対策
事業一件

昭和33年度 畜産課 1 昭和31年に開始した中小農畜産振興対象事業のとりまと
め的資料。事業実施状況調査や、昭和32年に制度が樹立
された中小農家畜預託事業についての報告書など。詳細
は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
34-0017

産米一件(1) 昭和34年度 農政課 1 京都産酒造好適米売渡実績表、昭和34年産米農協別売渡
申込数量、木津事務所長ほかからの好適米への加算など
についての陳情など、詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
34-0018

産米一件(2) 昭和34年度 農政課 1 米穀の集荷登録に関する資料、昭和34年産米売渡数量
並びに概算金精算状況表、概算金精算状況農協別明細
書、昭和34年産米生産者保有米穀および種子用米穀につ
いてなど、詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
34-0019

農業改良資金法令規
準則一件綴(2)

昭和34年度 農蚕茶業課 1 (1)なし。昭和33年度から。京都府農業技術導入資金貸付
規則一部改正及び京都府農業改良施設資金債務保証規則
一部改正、同貸付規準及び債務保証基準の改正、ほか詳
細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
34-0020

寒冷地畜産振興対策
事業一件

昭和34年度 畜産課 1 昭和33年に寒冷地畜産振興対策委員会が発足。その関連
事業。寒冷地農業振興事業実施地域選定協議書の提出に
ついて、同事業実施地域の指定について（綾部市東部農
林漁業地域八津合農家群、伊根町農林漁業地域管野農家
群）、飼料作物栽培状況報告書の提出について、ほか

原資料 要審査

有期昭
35-0005

産米一件　(1) 昭和35年度 農政課 1 米穀の生産状況について、昭和35年産米事前売渡申込数
量表、酒造好適米品種並びに加算額に関する要請につい
て、寒高冷地区について、ほか詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
35-0006

産米一件　(2) 昭和35年度 農政課 1 産酒造好適米の買入限数量について、産米穀の代表者売
渡制度について、産米改善共進会審査報告について、ほ
か詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
35-0008

寒冷地畜産振興対策
事業一件

昭和35年度 畜産課 1 昭和33年に寒冷地畜産振興対策委員会が発足。その関連
事業。寒冷地における国有家畜貸付事業実施地域の割当
について、寒冷地等特別地域畜産振興事業申請書、寒冷
地等特殊地帯農業振興対策事業実施地域について、ほか
件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
35-0009

肉畜関係一件 昭和35年度 畜産課 1 受託実績報告書-牛・豚・仔牛・馬・緬羊-昭和35年1月-
37年1月（大阪中央畜産株式会社）、京都家畜市場肉牛月
別荷受入札頭数調（昭和34年度）、肉牛出産事故共済規
程、肉牛集出荷協議会資料ほか

原資料 要審査

※　個人情報保護条例など関係法令の規程により閲覧できない資料や箇所があります。

※　資料保全のため原本の電子式複写は行っていません。原則として、マイクロ複写となります。

※　学術調査研究目的の方が利用できます。（申請書に利用目的を記入していただきます。

　そのうえで内容を確認させていただく場合があります。）
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簿冊番号 簿冊名
完結年度
(年号)

作成課
員
数

内容 閲覧方法 公開状況

※　個人情報保護条例など関係法令の規程により閲覧できない資料や箇所があります。

※　資料保全のため原本の電子式複写は行っていません。原則として、マイクロ複写となります。

※　学術調査研究目的の方が利用できます。（申請書に利用目的を記入していただきます。

　そのうえで内容を確認させていただく場合があります。）

有期昭
35-0010

夏期乳価対策一件 昭和35年度 畜産課 1 京都市内牛乳処理場牛乳製造量の報告について、京都市
牛乳供給乳業者夏期脱粉及び全粉希望数量について、夏
期乳価対策用外国産乳製品（脱脂粉乳）の配分につい
て、アイスクリーム製造業者に関する調査について、ほ
か詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
35-0011

養鶏一件 昭和35年度 畜産課 1 おもに、昭和33年に定められた養鶏振興法に基づく事務
一件。

原資料 要審査

有期昭
35-0012

農地法例規(三) 昭和35年度 農村振興課 1 標記:昭34年1月～昭35年12月調整係。農地法は昭和27年
に公布・施行された、それまでの農地調整法・自作農創
設特別措置法・譲渡政令を廃止して一本化した法律。

原資料 要審査

有期昭
36-0003

産米一件　(1) 昭和36年度 農政課 1 米の集荷要領について、米麦の銘柄設定基礎資料調査要
綱について、昭和36年産米価に関する要請（京都府農業
会議、京都府濃御油協同組合中央会）、昭和36年産米穀
の集荷予定数量について、ほか詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
36-0004

産米一件　(2) 昭和36年度 農政課 1 統計調査事務所と府農蚕茶業課との収穫見込数量調、京
都府産米向上推進委員会事業実績、京都府産酒造好適米
実渡実績表（昭和31-34年度）、ほか詳細は件名目録参
照。

原資料 要審査

有期昭
36-0016

農林漁業関係融資損
失補償規則一件

昭和36年度 農政課 1 昭和32年8月～。府下の農林漁業者の経営に必要な資金の
融通を円滑にしようとするもの。昭和26年制定の同規則
を、時代の経過に伴う状況の変化を考慮して廃止し、新
たに制定した。京都府農林漁業関係融資損失補償規則の
制定について、京都府農林漁業関係融資損失補償規則に
基く契約の取締について、農林漁業関係損失補償基金の
預託について、ほか詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
36-0017

農業改良基金事業計
画一件　昭和36年度

昭和36年度 農蚕茶業課 1 標記:農政課
昭31年法律第102号によって制定された制度に基づく事
業。それまでにある程度普及した能率的な農業技術の、
農業者による自主的な導入を、技術普及員の指導と金融
支援を合わせて行うことで支援することを目的とした。
この年は事業発足以来5ヶ年が経過し、更なる充実を図ろ
うとしている農業改良資金特認事業について、技術導入
資金計画事業別細目及び事業別実施実績について、など
事業の総括的資料であり全体像がみえる。詳細は件名目
録参照。

原資料 要審査

有期昭
36-0018

復命書綴（本省関
係〕

昭和36年度 農蚕茶業課 1 農業改良資金事業計画の農林省との個別接衝のための出
張復命書、農業改良資金技術導入資金の調査について、
農業改良資金（技術導入資金）実態調査検討会復命書
（昭和36年8月10-12月農林省主催〕　綴込印刷物：「農
業改良資金技術導入資金特認事業計画、昭和36年度（検
討用）」、「昭和36年度農業改良資金（技術導入資金）
計画」（農林省）

原資料 要審査

有期昭
36-0019

農業近代化資金近畿
ブロック会議資料
昭和36年度

昭和36年度 農蚕茶業課 1 この年度に制度開始。農業の近代化推進のため、農協等
が融資する資金の利子を補給する。農業近代化資金助成
法及農業信用基金協会法説明会（昭和36年11月17-18日於
京都府信厘）配布資料の綴。

原資料 要審査

有期昭
36-0021

学校給食用牛乳供給
事業補助一件

昭和36年度 畜産課 1 牛乳の消費を拡大し酪農の発展を図るとともに、学童の
体位向上に資する目的を以て学校給食用牛乳を供給する
ための補助金を交付した。(学校給食への牛乳供給は昭和
33年に開始)補助金交付事務についての綴。詳細は件名目
録参照。

原資料 要審査

有期昭
36-0022

中家畜種雄検査一件 昭和36年度 畜産課 1 昭和35年度～。件名目録あり。添付資料などで、当時の
府内の山羊、緬羊、豚などの飼育状況がわかる。

原資料 要審査

有期昭
37-0001

産米一件　(1) 昭和37年度 農政課 1 昭和37年度産米の集荷予定数量について、昭和36年産米
穀の品種別出回り数量について（京都食糧事務所）、昭
和36年度京都府産米向上運動の推進について（京都府産
米向上推進委員会）、食糧庁通達ほか件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
37-0002

産米一件　(2) 昭和37年度 農政課 1 昭和37年度産米売渡状況表（昭37.10.31現在）、昭和37
年度産米検査実用標準候補品解説書、昭和37年産酒造好
適米の買入限度数量について、政府買入指示数量の変更
承認について、昭和37年度産米について政府の売渡すべ
き米穀に関する政令の雇用状況報告書の提出について、
ほか件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
37-0007

〔農業改良資金〕参
考資料

昭和37年度 農政課 1 技術導入資金特認事業計画、近畿、中国ブロック農業改
良資金制度運営研究協議会提出資料、農業改良資金特認
事業指定承認申請書、昭和38年度農業改良資金計画書、
ほか詳細は件名目録参照。起案文書のない参考文書だ
が、事業の全体像がうかがえる。

原資料 要審査



京都府行政文書　新規公開リスト（2010年2月）　農業構造改善事業関係資料

簿冊番号 簿冊名
完結年度
(年号)

作成課
員
数

内容 閲覧方法 公開状況
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有期昭
37-0008

農林漁業関係融資資
損失補償制度一件

昭和37年度 農政課 1 昭和26年～。農林漁業関係者へ事業資金を融資する機関
に対して、その損失を補償する制度。昭和26年に基金を
設置、要綱等を定めた。農林漁業融資損失補償制度要
綱、融資委員会規程、など詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
37-0009

〔農業改良資金〕国
庫補助一件

昭和37年度 農政課 1 昭和31年法律第102号によって制定された制度に基づく事
業。それまでにある程度普及した能率的な農業技術の、
農業者による自主的な導入を、技術普及員の指導と金融
支援を合わせて行うことで支援することを目的とした。
昭和37年度農業改良資金事業実施計画など事業全体が資
料、昭和37年度農業改良資金助成補助金について、昭和
37年度農業改良資金（技術導入資金）事業実績の報告の
ついて、ほか事業の総括的資料。詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
37-0010

〔畜産主産地形成事
業〕国庫補助金一件
綴(№2)

昭和37年度 畜産課 1 畜産生産地形成事業実施要綱（昭36.8.4農林事務次官）
にもとづき、畜産経営の近代化等に資するための総合計
画の樹立・推進に必要な資金を補助する事務の一件綴。
綾部市、舞鶴市、福知山市(乳)、丹後町、弥栄町(和
牛)、京北町(肉牛)、園部町(肉豚)、大江町店(鶏)などか
ら申請が出ている。添付資料に推進委員設置計画や規約
がある。ほか詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
37-0011

学校給食用牛乳供給
事業補助一件

昭和37年度 〔畜産課〕 1 牛乳の消費を拡大し酪農の発展を図るとともに、学童の
体位向上に資する目的を以て学校給食用牛乳を供給する
ための補助金を交付する事業だが、この年から、国では
なく畜産振興事業団が補助金交付を行うこととし、その
事務を府が受託することとなった。学校給食用牛乳供給
事業補助業務委託要綱、昭和37年度学校給食用牛乳供給
事業員補助金交付申請書・実績報告書、業務委託事業精
算報告、ほか詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
37-0012

学校給食用牛乳供給
事業一件

昭和37年度 畜産課 1 牛乳の消費を拡大し酪農の発展を図るとともに、学童の
体位向上に資する目的を以て学校給食用牛乳を供給する
ための補助金を交付する事業だが、この年から、畜産振
興事業団が補助金交付を行うこととし、その事務を府が
受託することとなった。有期昭37-0011に比べ、より具体
的な事務の一件綴。詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
38-0008

産米一件 昭和38年度 農政課 1 米穀乾燥調整用農機具の調査結果（京都食糧事務所）、
米穀検査成績（同）、産米予約集荷目標数量、京都府産
米改良協会、事業計画書、米価要求京都府農協代表者大
会資料、ほか詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
38-0009

農協〔役職員〕研修
会一件

昭和38年度 農政課 1 農業共同組合長研修会（昭38.7.16-18)、農業協同組合長
の府に対する要望事項について、京都府農業協同組合講
習所修了研修会（昭和38.10.7-8)、昭和38年度農業協同
組合営農指導職員研修会（昭和38.12-13)、農業協同組合
参事事務中型職員研修会（昭39.2.11-12)

原資料 要審査

有期昭
38-0010

農業改良普及所長会
記録

昭和38年度 農蚕作業課 1 昭和38年5月21日～23日分記録では、農業改良、生活改
善、青少年育成などについて。昭和38年9月普及活動検討
会資料もあり。参考資料。

原資料 要審査

有期昭
38-0012

〔府営土地改良事
業〕会計検査提出資
料

昭和38年度 耕地課 1 昭和39年6月の農林省所管会計検査院実地提出書類（洛
西、綴喜郡西部、綾部地区府営土地改良事業）

原資料 要審査

有期昭
38-0013

〔農業改良資金〕国
庫補助一件

昭和38年度 農政課 1 農業改良資金事業年次計画及び38年度計画、事業実績報
告などで、事業の全容がうかがえる。

原資料 要審査

有期昭
38-0014

公所一件 昭和38年度 農政課 1 公所長事務引継書（高等農事研修所、農業試験場、同山
城詩支場、高等農業講習所）ほか

原資料 要審査

有期昭
38-0015

産麦一件 昭和38年度 農政課 1 昭和38年度産麦の買入要領について（食糧庁）、昭和38
年度表の政府買入価格及び標準売渡価格の告示について
（同）、昭和39年度麦類、なたね検査実用標準品近畿地
区査定会報告書、ほか

原資料 要審査

有期昭
38-0016

農地法例規（四） 昭和38年度 農村振興課 1 標記:昭38年6月～昭40年5月。調整係。ただし、27年
10.11月分あり。農地法は昭和27年に公布・施行された、
それまでの農地調整法・自作農創設特別措置法・譲渡政
令を廃止して一本化した法。

原資料 要審査

有期昭
39-0005

農業構造改善事業実
施設計書　（〔綾部
市〕上杉地区区画整
理事業）

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。その整備計画書の綴。項目は事
業概要、施行・資金計画、機械および労務者調書など。

原資料 要審査
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有期昭
39-0006

農業構造改善事業計
画書（綾部市上杉地
区区画整理事業計画
図面）

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。区画ほか平面図54枚。

原資料 要審査

有期昭
39-0007

認定農業構造改良事
業実施計画書　集団
桑園造成改良　綾部
市（位田、小呂、西
方）集団茶園造成改
良　綾部市（栗、豊
里、大畠、小西地
区）

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の事業計画書と図面の
綴。

原資料 要審査

有期昭
39-0008

農業構造改善事業計
画書農地造成（茶）
宇治田原町大福　集
団茶園造成改良　宇
治田原町飯尾、奥城
土　集団桑園造成改
良　夜久野町田谷
垣、上千原地区事
業）

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の事業計画書と図面の
綴。標記地域の事業計画書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
39-0009

農業構造改善事業計
画書　集団栗園造成
改良 夜久野町（砂
谷、下千原、ハブ、
先ノ段）

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の事業計画書と図面の
綴。

原資料 要審査

有期昭
39-0010

農業構造改善事業計
画書　夜久野町(小
倉、宝山、今里、今
西、末口地区集団栗
園造成事業）

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の事業計画書と図面の
綴。

原資料 要審査

有期昭
39-0011

農業構造改善事業計
画書　農道 京北町
山国

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の全体実施計画書と図
面の綴。

原資料 要審査

有期昭
39-0012

農業構造改善事業設
計書ライスセンタ-
京北町　広域

昭和39年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記の施設は、周山農協が管理
する籾乾燥調整施設。この施設の全体実施計画書と図面
の綴。

原資料 要審査

有期昭
39-0013

産米一件 昭和39年度 農政課 1 産米の事前売渡申込数量、最終契約数量集計表、優良農
業倉庫表彰、米穀乾調製農機具調査結果、ほか。詳細は
件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
39-0014

養鶏奨励綴　昭和39
年度

昭和39年度 畜産課 1 綾部市上林地域の養鶏動向、夜久野町畑・桑村ボイラー
生産組合設計計画、ブロイラー等の飼育・流通事業、丹
波町事業予定計画、日本食鶏協会京都支部創立総会な
ど、詳細は件名目録参照。

原資料 要審査
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有期昭
40-0001

生乳需給調整一件
昭和37-40年

昭和40年度 畜産課 1 昭和33年度以来、毎月の国への乳価報告が義務づけられ
ていたが、昭和39年「畜産物の価格安定等に関する法
律」が制定されたことにより、報告様式などが改められ
た。乳価状況定期調査報告、乳製品需給実績、京都府酪
農会議設立総会（昭和37.12.7)ほか。詳細は件名目録参
照。

原資料 要審査

有期昭
40-0002

（農業構造改善事
業）三河共同養鶏組
合 件 昭和40年度

昭和40年度 農政課 1 農業構造改善事業の一部として昭和38年度に実施された
組織。ここの設置要綱や事業調査概要など

原資料 要審査

有期昭
40-0003

獣医師一件　昭和40
年

昭和40年度 畜産課 1 京都府獣医師会定款の一部変更、無獣医師市町村調査、
家畜診療施設分布状況調査、京都府獣医師会第17回通常
総会資料など。詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
40-0004

農業改良普及計画各
種事業成績検討会

昭和40年度 農蚕茶業課 1 府内各農業改良普及所から提出された普及計画遂行各種
事業成績検討会や経営特技研修レポートなど。起案のな
い参考資料。

原資料 要審査

有期昭
40-0005

農地法例規（五） 昭和40年度 農村振興課 1 標記:昭38年6月～昭40年5月。調整係。農地法は昭和27年
に公布・施行された、それまでの農地調整法・自作農創
設特別措置法・譲渡政令を廃止して一本化した法。

原資料 要審査

有期昭
40-0006

米穀需給実績報告書
綴

昭和40年度 農政課 1 米穀の配給要綱第4章第5に基く販売業者米穀需給実績報
告　(昭和39年11月～40年10月分月)報の綴

原資料 要審査

有期昭
40-0007

養蜂振興一件 〔昭和40年
度〕

畜産課 1 昭和38年度～。昭和30年に定められた養蜂振興法に基づ
く養蜂業者の届出、京都府養蜂組合総会概要、みつばち
飼養状況等調査、ほか綴込印刷物：「京都みつばち（京
都府養蜂組合機関誌）」詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
41-0002

農業構造改善事業計
画書　ほ場整備　峰
山町(二個・石丸）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の計画設計書と図面の
綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0003

農業構造改善事業設
計書　区画整理　綾
部市(大町 上杉）
茶園造成　綾部市
(小西）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0004

農業構造改善事業設
計書　緑茶加工施設
綾部市(小西、大畠
岡倉）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0005

農業構造改善事業設
計書　緑茶加工施設
綾部市　(栗町)、荒
茶再生加工施設 綾
部市(両丹茶業農業
協同組合）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0006

農業構造改善事業設
計書　稚蚕共同飼育
所　綾部市(上位田)
養蚕組合、農業機械
綾部市上杉　防除
機・肉牛舎　京北町
(京北)

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査



京都府行政文書　新規公開リスト（2010年2月）　農業構造改善事業関係資料

簿冊番号 簿冊名
完結年度
(年号)

作成課
員
数

内容 閲覧方法 公開状況

※　個人情報保護条例など関係法令の規程により閲覧できない資料や箇所があります。

※　資料保全のため原本の電子式複写は行っていません。原則として、マイクロ複写となります。

※　学術調査研究目的の方が利用できます。（申請書に利用目的を記入していただきます。

　そのうえで内容を確認させていただく場合があります。）

有期昭
41-0007

農業構造改善事業設
計書　栗園造成改良
夜久野町(額田・今
西中・ 末)、動力防
除機 夜久野町(今
里・下千原・末・小
倉・千原・宝山・今
西中・額田）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0008

農業構造改善事業設
計書　ほ場整備　峰
山町(二箇）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0009

農業構造改善事業設
計書　圃場整備事業
峰山町(二箇）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中成立された農業
基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営へ
の構造改善を目標として進められた。具体的には、農業
生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの農
業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0010

農業構造改善事業設
計書　圃場整備　峰
山町(石丸）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0011

農業構造改善事業設
計書　農道事業 弥
栄町(堤・ 和田野・
溝谷）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0012

農業構造改善事業設
計書　農道　弥栄町
(和田野）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0013

農業構造改善事業設
計書　農道 弥栄町
（溝谷）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中成立された農業
基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営へ
の構造改善を目標として進められた。具体的には、農業
生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの農
業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0014

農業構造改善事業設
計書　農道事業　弥
栄町(堤)、かんがい
排水 弥栄町(木
橋)、圃場整備 弥栄
町(溝谷）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査



京都府行政文書　新規公開リスト（2010年2月）　農業構造改善事業関係資料

簿冊番号 簿冊名
完結年度
(年号)

作成課
員
数

内容 閲覧方法 公開状況

※　個人情報保護条例など関係法令の規程により閲覧できない資料や箇所があります。

※　資料保全のため原本の電子式複写は行っていません。原則として、マイクロ複写となります。

※　学術調査研究目的の方が利用できます。（申請書に利用目的を記入していただきます。

　そのうえで内容を確認させていただく場合があります。）

有期昭
41-0015

農業構造改善事業設
計書　ﾄﾗｸﾀｰ 弥栄市
(中部)ﾁｭｰﾘｯﾌﾟ乾燥
施設弥栄町(中部)

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0016

農業構造改善融資単
独事業設計書　蚕室
綾部市(位田）

昭和41年度 農政課 1 昭和36年当時の高度成長期、都会への労働力の流出が進
み農業をめぐる状況が大きく変動する中、成立された農
業基本法に基づく事業。農業の零細経営から大規模経営
への構造改善を目標として進められた。具体的には、農
業生産基盤などの整備や近代化のための施設導入などの
農業構造改善に関して必要な事業が総合的に行われるよ
う、各年ごとに地域を定め、その地域の特性にあった農
業の指導助成を行った。標記地域の設計書と図面の綴。

原資料 要審査

有期昭
41-0017

米穀類購入通帳一件 昭和41年度 農政課 1 職場加配用米穀類購入通帳交付申請書、米穀類購入通帳
等の需要見込数量調査ほか加配の効率化のための住民台
帳制度合理化に関する一件も。

原資料 要審査

有期昭
41-0018

米穀の特配一件 昭和41年度 農政課 1 調理実習や警察署の留置人のために一時的特別に米穀を
配給するもの。申請事務の綴り。

原資料 要審査

有期昭
41-0019

生産者団体一件 昭和41年度 畜産課 1 生乳生産者にかかる事務一件。流通の状況、加工原料乳
数量等報告、京都府における指定生乳生産団体の設立状
況、昭和41年度の乳価交渉状況、指定生乳生産者団体の
生乳受託販売事業実施状況報告、ほか詳細は件名目録参
照。

原資料 要審査

有期昭
41-0020

家畜導入 昭和41年度 畜産課 1 京都畜産農業協同組合連合会が食肉の円滑なる供給農家
の所得向上などを目的として、昭和35年から国および府
の要領に基き、府全域を対象として事業を実施した。そ
の要綱や肉用素畜導入事業肉販売完了報告および事業実
施状況報告など、詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
41-0021

学校給食 昭和41年度 畜産課 1 有期昭41-0022の前半。牛乳の消費を拡大し酪農の発展を
図るとともに、学童の体位向上に資する目的を以て学校
給食用牛乳を供給するたの補助金を交付する事業。学校
給食用牛乳供給限度量および供給価格、供給計画、補助
金の交付、昭和41年度学校給食用牛乳供給事業実施状況
など詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
41-0022

学校給食 昭和41年度 畜産課 1 有期昭41-0021の後半。牛乳の消費を拡大し酪農の発展を
図るとともに、学童の体位向上に資する目的を以て学校
給食用牛乳を供給するたの補助金を交付する事業。学校
給食用牛乳供給事業実績報告書、打合会メモ、関連通知
など、詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
41-0023

養蜂関係 昭和41年度 畜産課 1 京都府養蜂組合総会概要、みつばち転飼いに関する検討
会資料、養蜂振興法施行規則の一部改正に伴う転飼規制
措置の特例について、みつばち転飼状況調査京都府養蜂
組合中丹支部結成総会概要ほか詳細は件名目録参照。

原資料 要審査

有期昭
41-0024

農事調停事務協議会
一件　於奈良県

昭和41年度 農地開拓課 1 大阪高等裁判所・近畿農政局管内の農事調停事務につい
て、各府県から具体的な事例を持ち寄って、その対応に
ついて検討している。

原資料 要審査

有期昭
41-0025

米穀需要実績報告綴 昭和41年度 農政課 1 米穀の配給要綱第4章第5に基いて、府が管内の販売業者
の報告をとりまとめて、食糧庁に報告している。昭和40
年11月～41年10月の実績報告の綴

原資料 要審査


